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エグゼクティブ・サマリー

ニュースビジネスがネットの世界に
拡大して以来、ニュースの制作と配
信の変容により、ニュース業界は新た
な偽情報リスクにさらされている。

ニュースサイトには、オンラインのトラフィックを増大
させ、最終的には広告収入を増やすために、偽情報を
広めるという金銭的誘因がはたらく。一方、これまで
にも偽情報の流布は大きな問題を引き起こし、多大
なる影響を及ぼしてきた。コロナ禍をめぐる偽情報に
類するナラティブは、最近の（そして生死に関わる）事
例である。このようなナラティブは、社会が共有する事
実認識を混乱させることで、公衆衛生や安全、政府の
対応を弱体化させる。

広告費のために流布される偽情報に対抗するため、グ
ローバル・ディスインフォメーション・インデックス（GDI）
は、ニュースドメインが読者に偽情報を流すリスクを評
価（レーティング）するための枠組みを用意している。
これらの独立した信頼できる中立的な評価は、広告
主、アドテック企業、オンラインプラットフォームが、自
社のブランドセーフティおよび偽情報リスク軽減戦略
に沿って、オンライン広告費の配分を再検討するため
に利用されている。

GDIは偽情報を「現実世界に害をもたらす敵対的なナラ
ティブ」と定義しており、GDIリスク評価は、あるニュース
サイトがこうした敵対的なナラティブを広めることで読
者に偽情報を与えるリスクに関連する各種指標につい
ての情報を提供するものである。これらの指標は、サイ
トのコンテンツの品質と信頼性、運営と編集の誠実性
をそれぞれ測定するコンテンツ・ピラーと運営ピラーに
分類される。1あるサイトの総合リスク評価は、すべての
指標の得点の集計をベースにしており、0（最大リスクレ
ベル）から100（最小リスクレベル）までの範囲になる。

GDIのリスク評価の手法は、偽情報サイトや信頼できる
ニュースサイトを特定し、分類しようとするものではな
い。むしろ、GDIのアプローチは、各指標の組み合わせに
より、あるサイトが偽情報を掲載する全体的なリスクを
反映できるという考えに基づいている。その評価は、日
本のメディア市場、このメディア市場の全体的な偽情報
のリスクレベル、そして、偽情報リスクを軽減するための
取り組みにおける各メディアの強みと課題を理解する
ための手がかりを提供するものと考えるべきである。

以下の報告書は、33のニュースドメインの調査から得
られた、日本のメディア市場における偽情報リスクに
関する所見を紹介している。本所見は、2022年6月か
ら9月にかけて、GDIが中心となり、早稲田大学次世
代ジャーナリズム・メディア研究所の研究者とともに
実施した研究の成果である。最小リスクと評価された
サイトは、報告書の中で名前などが紹介されている。
報告書に含まれるすべてのサイトには、個々の得点と
リスク評価が通知され、エンゲージメントとフィードバ
ックができるようにした。

偽情報のリスクについての信頼できる独立した評価に
対するニーズは極めて高い。日本のサイトに関するリス
ク評価の枠組みは、政策立案者、ニュースサイト、市民
社会に極めて重要な情報を提供することで、主要な意
思決定者が、偽情報を助長し維持する資金の流れを止
めることを可能にするものである。さらに、今回の研究
結果は、アドテック業界の関係者や偽情報を撲滅する
ために行動するその他の関係者との共有が予定され
ており、偽情報のビジネスモデルを打破するというGDI
のミッションに資するものである。

エグゼクティブ・サマリー
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主な調査結果:日本
日本のメディア状況に関するGDIの評価は以下のとお
りである。

本調査のサンプルサイトの約40％は、偽情報リスクが最
小から低レベルである

• 偽情報のリスクが最小と評価されたのは5サイトであ
る。最小リスクサイトは、運営方針の透明性を高くす
ることで差別化されている。この5つの最小リスクサ
イトについては、本報告書にサイト名を記載している。

• 偽情報のリスクが低いと評価されたのは8サイトであ
る。これらのサイトも、中立的でセンセーショナルでは
ないコンテンツを掲載している点では全体的に高い
評価を得ているが、ニュース編集室の偽情報リスク
管理に極めて重要とされる運営方針の一部につい
て、その情報開示のレベルがかなり低い傾向にある。

日本のサイトのうち、偽情報リスクが高い、あるいは最
大レベルにあるものは限定的である

• 偽情報のリスクが高いサイトは2つ、リスクが最大の
サイトは1つだけであった。残りの17サイトは、中リス
クの評価となった。

• 最大リスクと評価されたサイトでは、ネガティブ・タ
ーゲティングを伴う偏ったコンテンツを掲載し、敵対
的なナラティブを構築してユーザーを操作する機会
を作り出している。

今回評価された日本のメディアサイトのほとんどは、偽
情報リスクの軽減に役立つ運営方針について透明性を
欠いている

• 最小リスクのメディアを含む、すべてのサイトにおい
て、コンテンツ・ピラーよりも運営ピラーの方のパフ
ォーマンスが低いという結果が見られた。約75％の
サイト（25サイト）の運営ピラーのスコアは50点未
満となっている。

• ほとんどのサイトは、帰属表示に関する方針や、掲載
記事の正確性をどのように確保するかについて、ほと
んど、あるいは全く情報を提供していない。

• 多くのサイトは、編集ガイドライン、資金調達の仕組
み、ユーザーからのコメント欄の規制方法などにつ
いても情報を開示していない。

エグゼクティブ・サマリー
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日本は、かつて、読売新聞の発行部数が
1000万部を超えるなど、新聞大国として
知られていた。2021年でも読売新聞は
700万部、朝日新聞は460万部と、世界で
もトップクラスの発行部数を誇っていた。2

しかしながら、日本の新聞の発行部数は、世界的な傾
向と同様に、急速に減少している。3諸外国における取
り組みに比べれば遅れているが、日本の伝統的メディ
アもデジタルシフトへの意識が急速に高まり、新聞のニ
ュースサイト化に力を入れているところが増えている。

総務省が2021年に行った調査によると、日本における時
事ニュースの主な情報源は、テレビ（79％）、新聞（33％
）、オンラインニュースサイト（61％）、ソーシャルメディア

（29％）である。42015年以来、伝統的メディア（テレビ、
新聞）の利用率は24ポイント減少し、オンラインメディア

（ニュースサイト、ソーシャルメディア）の利用率は31ポ
イント増加した。5オンラインメディアの中では、伝統的メ
ディアを中心に多様なオンラインニュースを掲載するニ
ュースアグリゲーター、Yahoo! ニュースが日本で最も人
気のあるニュースサイトである。日本におけるニュース
の消費は、伝統的メディアからオンラインメディアへと
移行する過渡期にある。

しかしながら、伝統的メディアが、オンラインメディア、特
にソーシャルメディアよりも信頼されていることに変わ
りはない。コロナ禍の際に実施された総務省の調査6に
よると、回答者の61％が新聞を信頼しており、20歳以上
の全世代において、男女を問わず最も高い水準にある
ことが判明した。回答者の中で、テレビを信頼している
のは54％、ニュースサイト（ソーシャルメディアによるニ
ュース配信を含む）は42％であるが、ソーシャルメディ
アを信頼している回答者は15％に過ぎない。「ニュー
スに対する信頼度」を測る調査を毎年行っているロイ

ター研究所によると、日本における2022年の信頼度は
44％となっている。72015年の46％から、7ポイント上昇
したこの2年間を除き、徐々に減少している。これは、コ
ロナ禍によってメディアの重要性が回復した結果だと
思われる。コロナ禍が落ち着くと、メディアに対する信
頼度が以前の状態に戻る可能性もあるので、この傾
向を長期的に観察することが注目される。

興味深いことに、日本におけるインターネット広告費
は、2021年に初めて伝統的メディア広告費（新聞、雑誌、
ラジオ、テレビ）を上回った。電通によると、2021年のイ
ンターネット広告費は2兆7,052億円で、2020年比21.4
％増となった。2020年の広告市場は、コロナウイルス感
染症蔓延の影響を受けたものの、翌年は、東京オリンピ
ック・パラリンピックが開催されたことによりプラスの影
響を受けた。インターネット広告費は、2005年の3,777
億円から2021年の2兆7,052億円まで長期的に成長を
続け、伝統的メディアの広告費総額（2兆4,538億円）を
上回っている。2021年のインターネット広告費は、日本
の総広告費（6兆7,998億円）の約40％を占めている。8

報道の自由は日本国憲法で保障されているが、それが
制限されるのではないかという懸念も存在する。「国境
なき記者団」が発表した2022年の報道の自由度指数で
は、日本は180カ国中71位となり、最高順位だった2010
年の11位から大きく後退した。9報道の自由を制約する要
因として、2014年に施行された特定秘密保護法が政府
のルールを尊重せずに入手した情報の公開を禁止して
いること、放送法第4条で放送は政治的中立性を保つこ
とが定められていること、および政府によるメディアに対
する圧力が挙げられている。10政治的中立性については、
日本の総務大臣が「放送局が政治的な公平性を欠く放
送を繰り返した場合電波を停止させることができる」旨
の発言をしたことがある。11結果的に、このような法的・
政治的な枠組みが、ジャーナリストの自己検閲を助長す
ることになりかねない。

The Japanese media market: Key features and scope

日本のメディア市場：
主な特徴と展望
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The Japanese media market: Key features and scope

さらにいえば、伝統的な「記者クラブ」制度のもとでは、
政府発表の分析やファクトチェックは十分ではなく、こ
れらの発表がそのまま発信されやすい。12伝統的に、多
くの記者クラブは、日本の主要な新聞社、テレビ局、通
信社の記者を会員として構成されており、それらの会
員は首相官邸をはじめとする政府機関に独占的かつ
容易にアクセスできる。官邸取材担当の記者は自主規
制をしていると言われており、政権に批判的な記事を書
かない傾向がある。13

日本では、東日本大震災のような自然災害の際にしば
しば偽情報が問題となる。色々な例の中でも、2016年
の熊本地震の直後、「地震の影響で動物園からライオン
が放たれた」という偽情報がツイッターで拡散され、発
信者が警察に逮捕されたという事例がある。14 最近で
は、2022年9月、台風15号による集中豪雨で静岡県が被
災した際、広範囲において浸水した家屋の衝撃的な映
像が「ドローンが捉えた静岡県の水害の映像」としてツ
イッターで公開された。 この映像は、画像生成AI技術
で捏造されたフェイク画像であったことが判明した。15

選挙中の偽情報が大きな問題になることは稀である
が、2018年の沖縄県知事選挙では、ある候補者を攻撃
する偽情報や偽サイトが蔓延した。16医療健康分野で
は、2016年に大手IT企業DeNAが運営する人気医療情
報サイト「WELQ」が、根拠に乏しい不正確な情報を掲
載していることが発覚し、閉鎖された。17

日本では、ソーシャルメディアにおける、女性やマイノリ
ティ、特定の国籍の人々に対するヘイトスピーチや誹
謗中傷、差別的発言などの敵対的要素も大きな問題と
して認識されている。

偽情報に対するファクトチェックの取り組みは、2010年
代後半から徐々に増えてきているが、近隣諸国や欧米
と比較するとまだまだ不十分と言わざるを得ない。政
府（総務省18)主催の研究会では、「まずはプラットフォー
ム事業者を始めとする民間部門における関係者による
自主的な取組を基本とした偽情報対策を進めていくこ
とが適当である」とされている。19現段階では、日本で
は偽情報を法律で直接規制しようという動きはない。

その一方で、伝統的メディアやその他の組織は、偽情報
に対抗するための取り組みを行ってきた。現在、東京の
伝統的メディアでファクトチェックを行っているのは、毎
日新聞、日本テレビ、朝日新聞の3社である。BuzzFeed 
JapanやInfactなどのオンラインメディアもファクトチ
ェックを行っている。2022年には、ファクトチェックの
専門組織として、リトマスと日本ファクトチェックセン
ター（JFC）が設立された。Zホールディングス(傘下に
Yahoo! JAPANやLINE)などを正会員として擁するセ
ーファーインターネット協会（SIA）が、偽情報対策の一
環としてJFCを設立した。JFCはGoogle.orgとYahoo! 
JAPANから資金提供を得ている。

2017年にはNPO法人ファクトチェック・イニシアティブ
（FIJ）が設立された。FIJ自身はファクトチェックを行っ
ていないが、ファクトチェッカーやファクトチェックに取
り組むメディア・団体を支援している。FIJは、機械学習
と人間の分析者を組み合わせたClaimMonitor（クレイ
ムモニター）システムで、主にツイッター上の疑義言説
を検知し、ファクトチェックに取り組むメディア・団体の
担当者にその情報を提供している。

https://www.disinformationindex.org/


偽情報のリスクアセスメント：日本のオンラインニュース市場 www.disinformationindex.org 8

偽情報リスク評価

偽情報リスク評価

この研究では、特に33の日本語ニュース
サイトをサンプルとして取り上げている。

オンラインニュース市場の概要
サンプルは、サイトのリーチ（各サイトのAlexaランキン
グ、Facebookフォロワー、Twitterフォロワーを使用）、
妥当性、およびサイトの完全なデータを収集する能力
に基づいて抽出された。

表1.評価対象メディアサイト(アルファベット順）

サイト名 ドメイン サイト名 ドメイン
ABEMA TIMES times.abema.tv 日刊ゲンダイDIGITAL www.nikkan-gendai.com
AERA dot. dot.asahi.com 日刊SPA! nikkan-spa.jp
朝日新聞 www.asahi.com 日本経済新聞 www.nikkei.com
文春オンライン bunshun.jp 日経ビジネス電子版 business.nikkei.com
中日新聞 www.chunichi.co.jp 日テレNEWS news.ntv.co.jp
デイリー新潮 www.dailyshincho.jp 西日本新聞 www.nishinippon.co.jp
ダイヤモンド・オンライン diamond.jp プレジデントオンライン president.jp
FNNプライムオンライン www.fnn.jp 産経新聞 www.sankei.com
現代ビジネス gendai.ismedia.jp 聖教新聞 www.seikyoonline.com
北海道新聞 www.hokkaido-np.co.jp しんぶん赤旗 www.jcp.or.jp/akahata
ハフポスト日本版 www.huffingtonpost.jp SmartFLASH smart-flash.jp
J-CASTニュース www.j-cast.com TBS NEWS DIG newsdig.tbs.co.jp
時事ドットコム www.jiji.com 東洋経済オンライン toyokeizai.net

リテラ lite-ra.com Wedge ONLINE wedge.ismedia.jp
毎日新聞 mainichi.jp 読売新聞 www.yomiuri.co.jp
NEWSポストセブン www.news-postseven.com zakzak www.zakzak.co.jp
NHK www3.nhk.or.jp/news

出典：グローバル・ディスインフォメーション・インデックス
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図1.サイトごとの偽情報リスク評価
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出典：グローバル・ディスインフォメーション・インデックス

日本のニュースサイトについての調査結果は、日本に
おける偽情報のリスクはかなり限定的であることを示
している（図1、2参照）。約5分の2のサイトでは、偽情報
のリスクは最小から低レベルにとどまっている。これら
のサイトのほとんどは、伝統的な新聞社やテレビ局が運
営している。33サイト中、高リスクまたは最大リスクレ
ベルを取得したのは3サイトのみであった。総合得点は
100点満点中59点であるが、これはコンテンツ・ピラー 
の得点が76点と比較的高く、運営ピラーの得点が43点
と低いことの結果である。

低・中リスクのサイトでも、運営ピラーの得点は概して
低いが、このことはリスク評価を改善するための端的
な機会であるとも言える。運営ピラーについては、最
小リスクグループとその他のグループとの間のギャッ
プが大きいが、このことは、日本のメディアが、往々に
して、ニュース編集室におけるジャーナリズムおよび
編集上の観点からのチェックアンドバランスを、透明
性をもって開示することの重要性を認識していないこ
とを示している（図3参照）。

偽情報リスク評価
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図2.市場全体のピラー別得点
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日本では、5サイトが最小リスクの評価を受けた。これ
らのサイトは、ほぼすべてのコンテンツ指標で高いパ
フォーマンスを示している。コンテンツ・ピラーの平均
点は、100点満点中86点であった。評価された記事の
ほとんどは、中立的で偏りのない記事であり、明確な署
名欄や、記事の内容に合った見出しが使用されている。
また、グループや個人をネガティブなターゲットとするこ
ともない。これらのサイトでは、主要な運営方針の多く
が定められていてそれに関する情報をウェブサイト上で
公開している。この中には、資金調達や所有構造、並び
に編集の独立性に関する表明なども含まれている。し
かしながら、これらのサイトの中には、帰属表示に関す
る方針や、誤りを訂正するための明確なプロセスにつ
いての詳細が示されていないものもある。

日本では8サイトが低リスクサイトと評価された。これら
のサイトは、特に中立的でセンセーショナルではないコ
ンテンツを有し、特定の個人やグループに対するネガテ

ィブ・ターゲティングを避けているという点で、コンテン
ツ・ピラーの指標で比較的高いパフォーマンスを示す
傾向があった。また、この8サイトの中で、コンテンツ・
ピラーで最高得点を獲得したサイトの点数は91点であ
った。しかしながら、低リスクのサイトは、運営ピラーで
相対的に低い得点を獲得している。これらのサイトは、
帰属表示や正確性の方針、編集ガイドラインについて
の透明性、並びに資金源に関する情報など運用面での
透明性を欠く傾向がある。

17サイトが中リスクと評価された。コンテンツ・ピラー 
の平均点は73点であったが、運営ピラーの平均点は38
点であった。これらのサイトは、信頼できる偏りのない
コンテンツを提供するという点では概して優れている
が、GDIの手法によれば、「リードの存在」・「報道内容の
共通性」・「報道内容の最新性」といった指標では非常
に優れているというわけではない。これらのニュースサ
イトの中には、地方の新聞社や雑誌社が運営している
ものもあり、それらは、独自性のあるコンテンツや、必ず
しも最新の情報ではないものを掲載する傾向がある。運
営ピラーについては、強力な普遍的ジャーナリズム基準
に関連した主要な運営方針が欠如している。一般に、こ
のグループでは、帰属表示方針、編集ガイドライン、正確
性を確保するための方針に関する透明性を向上させる
ことができるはずである。

高リスクまたは最大リスクの評価を受けたのは3サイトで
あった。そのうちの1つは、非常にセンセーショナルで極端
に偏った記事からなる党派的な政治的コンテンツをもっ
ぱら掲載しているサイトである。このサイトが掲載する記
事の多くは、個人や団体に対してネガティブなターゲット
を設定している。これらのカテゴリーのニュースサイトは、
ストーリーを紹介するために明確な署名欄やリードを使
用することがほとんどないため、コンテンツ・ピラーの点
数が低い傾向がある。また、運営ピラーの指標の得点も、

「コメントについての方針」を除き、すべて非常に低い。

偽情報リスク評価
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図3.サイトリスク評価レベルごとのピラー別平均得点
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出典：グローバル・ディスインフォメーション・インデックス

ピラー別の概要
コンテンツ・ピラー 
コンテンツ・ピラーは、サイトで提供されるコンテンツ
の信頼性に焦点を当てている。このピラーの分析は、
ドメインごとに匿名化された20本の記事を評価する
ことで行っている。これらの記事は、データ収集期間
中に最も頻繁にシェアされたコンテンツと、政治や健
康など偽情報リスクがあるトピックに関連するコンテ
ンツのサンプルとして抽出されたものである。すべて
の記事の得点は、0（最低）から100（最高）までの尺度
で採点されている。

全体として、日本のメディア市場は、コンテンツとの関
連で偽情報のリスクが低く、サンプルサイトの報道の
質の高さを証明している。レビューした記事は、比較
的偏りのない、中立的で、敵対的ではない報道を特徴
としている。このピラーでは、市場平均得点は100点満
点中76点であった。

コンテンツ・ピラーで平均点が高いのは、ネガティブ・
ターゲティングがないこと（100点満点中94点）、記事の

ビジュアル表現が中立的なこと（100点満点中91点）、 
見 出しの 正 確さ（1 0 0 点 満 点 中 8 8 点）が ほとん
ど の 記 事 で 見 ら れ たことが 一 因 と思 わ れ る 。
さら に 、全 体 的 に 中 立 的 な 内 容 で あ ることか
ら 、セン セ ー ショナ ル な 表 現 の 使 用 も 限 定 的
であった（ 1 0 0 点 満 点 中 8 5 点 ）。全 サンプル の 

「記事の偏り」の平均得点は 100点満点中87点であ
った。

コンテンツ・ピラーでは、日本のニュースサイトは、 
「リードの存在」という指標で、ピラーの平均を下回る得

点（100点満点中59点）を獲得した。つまり、日本のサイト
では、ストーリーの事実関係を要約する導入文が一貫し
て使われているわけではないのである。サンプルでは、 

「署名欄情報」の指標の低い得点（100点満点中
64点）に反映されているように、明確な署名欄の使
用にも一貫性がなかった。「報道内容の共通性」と 

「報道内容の最新性」の得点はそれぞれ55点と60点で
あったが、この得点は、必ずしも最近の出来事ではない
ものを取り上げた記事があったことと、そのニュースが
他の信頼できる媒体で取り上げられる可能性が低かっ
たことを示唆している。

偽情報リスク評価
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図4.コンテンツ・ピラーの指標別平均得点
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図5.サイトごとのコンテンツ・ピラーの得点
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運営ピラー
運営ピラーは、ニュースサイトの運営と編集の誠実性
を評価するものである。すべての得点は、サイト上また
はオンラインの他の場所で入手可能な情報に従って、
その国のレビュアーが採点したもので、0（最低）から
100（最高）までの尺度で採点されている。運営ピラー 
の指標は、ドメインが即座に設定・公開できる方針を
示すものであるため、偽情報リスク評価を下げるため
に最も手っ取り早い手段である。

サンプルのドメインのほとんどは、運営の透明性と説
明責任を測る指標で比較的低い得点を獲得している。 
運営ピラーの平均得点は100点満点中43点であった。
実際のところ、サンプル33サイトのうち25サイトが50
点以下であった。最も高い点数を獲得した朝日新聞
とNHKは、運営体制および編集の原則と実践に関す
る幅広い情報を公開しているため、それぞれ89点と
69点を獲得した。

帰属表示に関する方針の透明性、すなわち事実とコン
テンツが正確さおよび透明性をもって獲得されており
帰属させられ得るかということを確認するための手法
の透明性を測定する指標では、大半の報道機関が低
い結果を示した。ほとんどのサイト（33サイト中28サイ
ト）が、この指標が20点未満であった。これは、日本の
サイトの多くが、正しく透明性のある帰属を確認する
ためにすでに実施しているであろう方針をサイト上で
公表することにより、得点を向上させることができる
可能性を示している。

サンプル全体の「正確性の確保」の指標の平均得点は
100点満点中14点であった。この指標は、正確な情報
のみを報道し、必要な場合は速やかに訂正を行い、読
者に伝えるという各サイトの方針に基づいている。こ
の指標が低いということは、市場全体として、掲載前
のファクトチェックや掲載後の訂正方針についての透
明性が非常に低いということを意味し、懸念されると

ころである。これは、コンテンツの正確性に対する説明
責任が欠如している可能性があり、不正確な情報や根
拠のない情報がオンラインで公開・流通する可能性が
高くなり得ることを示している。

日本のサイトは、「編集の原則と実践」（100点満点中
39点）と「資金調達」（100点満点中41点）の両指標で
比較的低い得点となっている。これは、日本のサイト
が、編集の独立性と誠実性を維持するためのガイドラ
インを公表し、資金源の透明性を向上させるという点
で改善の余地があることを示唆している。

メディアは、「所有」（100点満点中67点）と「コメントに
ついての方針」（100点満点中80点）の両指標で概して
より良い結果を示した。各サイトは、その所有構造や、ユ
ーザーからのコメントにおける偽情報や有害なコンテ
ンツを軽減するための方針について、かなり透明性の
高い情報を提供していた。日本のサイトでは、ユーザ
ーからのコメント欄を設けているサイトはほとんどな
いが、こうした欄を設けているサイトは、この特定の発
信源による偽情報リスクを軽減するために一層大きな
努力を行う必要がある。というのは、多くのサイトがこう
した方針がどのように実施されているのか明らかにし
ていないからである。一方、「コメントについての方針」 
の指標では、33メディア中25メディアが満点を獲得し
ている。なお、コメント欄がないサイトは、このリスク
源がサイトに存在しないということを根拠に、この指
標について100点を獲得していることに留意されたい。

運営ピラーの指標は、ジャーナリズム・トラスト・イニシ
アチブ（JTI）の取り組みの一環としてジャーナリストた
ちが設定した基準に基づいている。20JTIが指摘するよう
に、これらの基準を採用することは、国民の目から見た
信頼性を高め、伝統的メディアに対してはデジタル時代
における自分たちのやり方を見直すことを余儀なくさ
せ、新しいメディアに対しては自分たちのビジネスモデ
ルについてより透明であることを奨励することになる。

偽情報リスク評価
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図6.運営ピラーの指標別平均得点
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図7.サイトごとの運営ピラーの得点
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結論

結論

日本のニュースサイトは、GDIの手法に基
づき、コンテンツ・ピラーと運営ピラーに
ついてレビューを行った結果、全体として
偽情報のリスクが低いことがわかった。

特に、コンテンツ・ピラーの得点はかなり高いが、それ
に比べて運営ピラーの指標は得点が低い。運営ピラー
の各指標を改善することは、偽情報のリスクを低減し、
信頼性を高めることにつながる。

ニュースサイトに対しては、以下のような対策が推奨
される。

• 編集の独立性の表明および利益相反を回避するため
のガイドラインを含む、明確かつ具体的な運営・編集方
針を明記すること。編集方針とジャーナリズムの実践
方法を、ユーザーが容易にアクセスできるサイト内の
ページで公開すること。

• 事前ファクトチェックのプロセスの透明性を高める
こと。記事掲載前に展開されるファクトチェック作
業に関する情報を含めて、その過程をウェブサイト
で明確に説明すること。

• 記事中の誤りをウェブサイトで伝達する方法を改善
し、誤りの訂正方法の詳細を掲載すること。ニュー
スサイト上の訂正は、はっきりと目に見える形で、理
解できるものであることが重要である。

• 正確で透明性のある帰属を確保するための方針を
サイト上で適切に公開すること。

• 記事冒頭の、事実に基づくリードの記載を増やし、読
者が、記者の解釈や分析の前に、ストーリーの基本的
な事実についての情報を得られるようにすること。

• コメント投稿のルールやユーザーからのコメント欄
の規制方法を明確に公開し、偽情報リスクを可能な
限り低減すること。

https://www.disinformationindex.org/


偽情報のリスクアセスメント：日本のオンラインニュース市場 www.disinformationindex.org 16

グローバル・ディスインフォメーション・インデックスは、
各国のオンラインメディア市場の偽情報リスクのレベル
を評価する。その国のオンラインメディア市場は、Alexa
ランキング、ソーシャルメディアのフォロワー数、現地研
究者の専門知識などを基準に選ばれた30〜35のニュ
ースドメインのサンプルで代表されている。その結果、オ
ンライン・エンゲージメントの度合いが高い主要な国内
ニュースサイト、その国の地域的・言語的・文化的構成
を反映するニュースサイト、並びに地域の意思決定者・
グループ・アクターの考え方に影響を与えるニュースサ
イトがサンプルとして選ばれている。

この指標は、コンテンツ・ピラーと運営ピラーで構成
されている。こうしたピラーは、さらにいくつかの指標
で構成されている。コンテンツ・ピラーには、各ドメイ
ンのコンテンツの要素や特徴を評価し、信頼性、セン
セーショナリズム、公平性のレベルを把握するための
指標がある。運営ピラーの指標は、特定のドメインが、
公開されるニュースの信頼性と品質を確保するために
確立した方針やルールを評価するものである。これらの
方針は、例えば、利益相反、正確な報道、説明責任など
に関するものである。

GDIによるメディア市場のリスク評価は、メディアと偽
情報についての専門家からなる現地チームと協力し
て行われる。これらの専門家たちは市場サンプルのた
めのメディアリストの作成、コンテンツ・ピラーのレビ
ューに含まれるコンテンツのサンプリングの枠組み作
成への貢献、コンテンツ・ピラーと 運営ピラーに係る
データ収集、指標について結果の吟味と解釈、市場に
関する報告の起案を担当する。

サイト選定
調査の市場サンプルは、定量的基準と定性的基準の組
み合わせに基づいて作成されている。GDIは、まず、メデ
ィア市場で最もトラフィックが多い50のニュースウェブ
サイトのリストを作成する。このリストは、妥当性とリー
チの評価のため、各サイトのFacebookやTwitterのフォ
ロワー数のデータとともに、その国の調査チームに提供
される。現地の調査チームは、市場の主要なメディアの
言説を捉えるために、地理的・言語的・政治的に適切な
サンプルが得られるよう、リストを35サイトに絞り込む。
国際的な報道機関は、そのリスク評価が本国市場で評
価されているため、一般的に除外されている。21また、ニ
ュースアグリゲーターも除外しているため、含まれるサ
イトはすべてオリジナルのコンテンツで評価される。最
終的なメディア市場のサンプルは、レビュープロセスを
通じて完全なデータを収集できた30から35サイトで全
体を反映している。

付録：評価手法

付録:評価手法
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データ収集
コンテンツの指標は、各ドメインが発表した20本の記
事をサンプルとして行われたレビューに基づいている。
これらの記事のうち、10本は、ドメインのFacebookで2
週間以内に最も多くシェアされた記事をランダムに選
んだものである。残りの10本は、ドメインの記事群の中
から、偽情報のナラティブを伴う可能性の高いトピック
に関する記事をランダムに選んだものである。そうした
トピックとそれを特定するために使う関連キーワード
は、GDIと各国の調査チームが共同で作成する。GDI
のデータ・サイエンス・チームとインテリジェンス・チー
ムがグローバルなトピック分類リストを開発しており、
各国のチームは、ナラティブのトピックと現地メディア
の言説の中でそれらを特定するキーワードを、GDIの
トピック分類リストに提供している。また、各国のチー
ムは、トピックリスト全体を各調査に使用する言語に
機械翻訳したものを手作業で検証している。

サンプリングされた記事は、その掲載メディアや筆者
を分析者が特定できるような情報を取り除き、匿名化
されている。匿名化されたコンテンツは、GDIコードブ
ックのトレーニングを受けた各国チームの分析者2名
によってレビューされる。匿名化された各記事につい
て、各国の分析者は、記事およびその見出しの要素や
特徴を、偏り、センセーショナリズム、ネガティブ・ター
ゲティングの観点から評価することを目的とする13個
の質問に回答する。その後、分析者は、その記事がド
メイン上でどのように表示されているか、また、ドメイ
ンが執筆者の署名欄とタイムラインに関する情報を
どの程度提供しているかをレビューする。分析者は、
コンテンツ・ピラーについてレビューを行う際に、徹
底した説明と、その判断の根拠となる証拠を収集する
ことが求められる。

運営ピラーは、各国チームの分析者が行う各ドメイン
のマニュアル評価の際に収集した情報に基づいてい
る。各国の分析者は、各ドメインの所有、マネージメン
ト、資金調達の仕組み、編集の独立性、原則とガイド
ライン、帰属表示の方針、誤りの訂正と事実確認の方
針、コメント欄に関するルールと方針――の評価を目
的とする98個の質問に回答する。分析者は、それぞれ
の運営ピラーのレビューを行う際に、評価の裏付けと
なる証拠を収集する。

データ分析・指標構造
各国の分析者がコンテンツ・ピラーについて収集したデ
ータは、9つの指標を算出するのに用いられる。最終的
なリスク評価に含まれるコンテンツ・ピラーの指標は以
下の通りである。見出しの正確さ、署名欄情報、リードの
存在、報道内容の共通性、報道内容の最新性、ネガティ
ブ・ターゲティング、記事の偏り、センセーショナルな表
現、ビジュアル表現。各指標の値は、0から100の尺度で
正規化されている。このピラーの各指標のドメインレ
ベルの得点は、10本の記事で得られた平均値である。
ドメインごとのピラーの得点は、当該ピラーの全指標
の得点の平均で、0から100の範囲で設定されている。

運営ピラーでは、各国の分析者の回答は、サブ指標の
セットに変換される。これらのサブ指標の得点をそれ
ぞれ平均することで、6つの指標が算出される。その結
果、運営ピラーの指標は以下のようになる。帰属表示、
コメントについての方針、編集の原則と実践、正確性の
確保、資金調達、所有。各指標の値は、0から100の尺度
で正規化されている。運営ピラーのドメイン得点は、各
指標の平均得点である。

付録:評価手法
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付録:評価手法

表2.グローバル・ディスインフォメーション・インデックスのピラーと指標

ピラー 指標 サブ指標 分析単
位 定義 根拠

コンテンツ

見出しの
正確さ

無し 記事

ストーリーの見出しが、ストーリーの内容をどれ
だけ正確に表現しているかについての評価 クリックベイトの指標を示す

署名欄
情報

記事の署名欄での情報提供の度合いに対する
評価

ストーリーの帰属は、その真実性に対する説明責
任を生み出す

リードの
存在

事実に基づいたリードで記事が始まっているか
どうかの評価

事実に基づいた報道と高いジャーナリズムの水
準を示す

報道内
容の共
通性

同じ出来事が、少なくとも1つの信頼できる他の
ローカルメディアによって報道されているかどう
かの評価

真実かつ重要な事象を示す

報道内
容の最
新性

記事掲載日前30日以内に発生したニュースに
なる出来事や展開を取り上げているかどうかの
評価

文脈から切り取られたものではなく、ニュースに
なるような出来事であることを示す

ネガティ
ブ・ターゲ
ティング

特定の個人・団体をネガティブなターゲットとして
設定したストーリーになっているかどうかの評価

ヘイトスピーチ、偏見、または敵対的なナラティ
ブを示す

記事の
偏り 記事の偏りの程度に対する評価 事実に基づく中立的な報道、または充実した分析

がなされていることを示す

センセー
ショナル
な表現

記事のセンセーショナルさの程度に対する評価 事実に基づく中立的な報道、または充実した分析
がなされていることを示す

ビジュア
ル表現

記事のビジュアル表現におけるセンセーショナル
さの程度についての評価

事実に基づく中立的な報道、または充実した分析
がなされていることを示す

運営

帰属表示 無し

ドメイン

サイトで確認された方針の数と実践の数に対す
る評価

ストーリー、事実、メディアの帰属に関する方針（
公開と匿名どちらも）を評価する。これは、正確な
事実、信頼できるメディア、ストーリーに対する説
明責任を確保する方針を示すものである。

コメント
について
の方針

方針 サイト上で確認された方針の数に対する評価 ユーザー作成コンテンツにおける偽情報を減らす
ための方針を評価する

管理 サイト上で確認されたコメントについての方針を
実施するための仕組みに対する評価

ユーザー作成コンテンツにおける偽情報を減らす
ための方針を実施するための仕組みを評価する

編集の
原則と
実践

編集の独立性 サイト上で確認された方針の数に対する評価 編集の独立性の程度と利益相反を緩和するため
の方針を評価する

ナラティブの遵
守(Adherence 
to narrative)

公表されている編集方針に基づいて、そのサイト
がどの程度イデオロギー的な所属に固執する可
能性があるかを評価したもの

政治的またはイデオロギー的な編集の意思決
定を示す

コンテンツ・ガ
イドライン サイト上で確認された方針の数に対する評価 事実に基づく情報を偏りなく報道するための方

針を評価する

ニュース対オピ
ニオン

サイトで確認された方針の数と実践の数に対す
る評価

読者がニュースとオピニオンコンテンツを区別で
きるようにするための方針を評価する

正確さの
確保

掲載前のファク
トチェック

サイトで確認された方針の数と実践の数に対す
る評価

正確な情報のみが報道されるようにするための
方針を評価する

掲載後の訂正 サイトで確認された方針の数と実践の数に対す
る評価

必要な修正事項が適切に、かつ透明性をもって
周知されるようにするための方針を評価する

資金調達

多様なインセン
ティブ構造 サイト上で確認された収入源の数に対する評価 1つまたはいくつかの収入源に過度に依存するこ

とによって生じる利益相反の可能性を示す

読者への説明
責任

読者の購読費や寄付が収入源として確認されて
いるどうかに基づく評価

広告収入につながるコンテンツよりも、質の高い
情報に対する説明責任を果たしていることを示す

透明性の高い
資金調達

サイトの資金源についてサイトが提供する透明性
の程度に基づく評価

不透明な収入源から生じ得る誘因や利益相反を
監視するために必要な透明性を示す

所有

オーナー・オペ
レーター分業

財務と編集について別個に意思決定を行うエグ
ゼクティブまたはボードレベルの担当者に関して、
サイトに掲載されている人数に基づく評価

利益相反を避けるため、財務と編集の意思決定
を分離していることを示す

透明性のある
所有

サイトの所有構造についてサイトが提供する透明
性の程度に基づく評価

不透明な所有構造から生じ得る誘因や利益相反
を監視するために必要な透明性を示す

出典：グローバル・ディスインフォメーション・インデックス
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リスク評価
各ドメインの総合指標得点は、ピラーの得点の平均値
である。そして、総合指標得点に基づいて5段階のリス
ク分類を行い、ドメインを分類している。リスクカテゴ
リーは、2020年9月に6つのメディア市場における180
サイトのリスク評価分布に基づいて定義された。 この
国別のデータセットは、平均0、標準偏差1の正規分布
に合うように標準化された。

標準化された得点とその平均値とのギャップから、各
リスクレベルのバンドを決定し、表3に示すようにした。
これらのバンドは、その後の各メディア市場分析にお
いて、サイトのリスクレベルを分類するために使用さ
れている。

表3.偽情報のリスクレベル

リスクレベル 下限値 上限値 平均値からの標準偏差

最小リスク 69.12 100 1.5超 

低リスク 59.81 69.11 0.5超1.5以下

中リスク 50.50 59.80 -0.5超0.5以下

高リスク 41.20 50.49 -1.5超-0.5以下

最大リスク 0 41.19 -1.5以下

出典：グローバル・ディスインフォメーション・インデックス

【日本語版向けの注記】
• pillarは英語版で部門の意味に使われている。日本

語版では、そのままピラーと表記した。

• narrativeは語りや物語を意味する。日本語版では、
そのままナラティブと表記した。

• articleとstoryはどちらも記事と訳することができる
が、英語版ではarticleは一つの記事、storyは記事
の内容を指す場合が多い。日本語版ではarticleを
記事と訳し、storyはそのままストーリーと表記した。

• 帰属表示に関する方針など各指標の説明は付録の
表を参照していただきたい。

付録:評価手法
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